
参考資料
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≫ グループ3銀行で国内280拠点、海外4拠点（2020年3月末現在）
≫ ワイエム証券18拠点、保険ひろば56拠点（2020年3月末現在）

国内店舗ネットワーク

山口 ８ 拠点 東京 １ 拠点

広島 ５ 拠点

福岡 ４ 拠点 合計１８ 拠点

山口 １２ 佐賀 １ 兵庫 ２
広島 １３ 長崎 １ 大阪 ４
福岡 １１ 大分 ２ 奈良 １
島根 ３ 熊本 ４ 滋賀 ２

合計５６

国内 １３１ 拠点

（本・支店１０９、出張所２２）
国外 ４ 拠点

（支店３、駐在員事務所１）

国内 １１２ 拠点

（本・支店９８、出張所１４）

国内 ３７ 拠点

（本・支店３７）

山口銀行豊洲支店

代理店方式を導入
グループ３行の預貸取引が可能
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アジアネットワーク

≫ 1973年 韓国釜山へ邦銀初の出店（以降、中国大連・青島へも出店）
≫ 中国国内で人民元の取扱いが可能な数少ない地方銀行（スタンドバイ・クレジット対応における他行優位性）
≫ アジアの外銀との提携戦略により、取引先のアジア進出のサポートを実践

2019/2  ：商工組合中央金庫と国際業務にかかる
業務提携

2019/3  ：Tryfunds（海外コンサルティング
及び海外M&Aアドバイザリー会社）
と業務提携

2019/9  ：アリババとの有償ビジネスマッチング
サービスの取扱開始

2019/10：「海外展開アドバイザリー業務」の
取扱開始

◆人民元の取扱い
中国国内で人民元の取扱が可能な数少ない
地方銀行

◆スタンドバイ・クレジット
国内銀行の19行よりスタンドバイ・クレ
ジット差入れで融資実行

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

海外拠点

釜山支店

青島支店

大連支店

香港駐在員事務所

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

ＡＢ

Ｃ

Ｄ

海外拠点や提携金融
機関等へ社員26名を

派遣し取引先支援

◎ トピック

◎ 特色ある取組み

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

提携銀行他

メトロポリタン銀行

HDバンク
AGS Joint Stock Company

TMB銀行
日本政策金融公庫

バンクネガラインドネシア

E インドステイト銀行

10名
派遣

6名
派遣

5名
派遣

1名
派遣

2名
派遣

2名
派遣
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地区別経済概況
47

北九州市
～景気は弱い動きとなっている～

山口県
～景気は弱含み、先行き不透明感が

一段と強まっている～

広島県
～景気は一段と弱い動きとなっている～

生 産
新型コロナウイルス感染拡大の影響等から、鉄鋼、住
設機器、自動車の生産水準が低下するなど、弱めの動
きが広がっている

化学等の生産が堅調に推移している一方、新型コロナウ
イルス感染拡大の影響で、自動車の生産調整が実施され
るなど、全体でも弱含んでいる

自動車の生産調整が続き、鉄鋼やはん用・生産用・業務用機
械の生産水準が低下するなど、全体でも一段と弱い動きとな
っている

設備投資

2020年度の設備投資計画額（日銀北九州支店調べ）

は、製造業、非製造業ともに大幅な減少を見込み、全
体でも前年度比14.8%減少と4年ぶりに前年度を下回
る計画となっている

2020年度の設備投資計画額（日銀下関支店調べ）は、

非製造業の投資計画額が大幅に減少し、全体でも前年度
比3.9%減少と3年ぶりに前年度を下回る見通しとなっ
ている

2020年度の設備投資計画額（日銀広島支店調べ）は、製造
業、非製造業ともに中小企業の減少幅が大きく、全体でも前
年度比0.5%減少となっている

輸 出 輸出額は前年割れが続いている
1-3月期の輸出額は前年比21.5%減少と7四半期連続で

前年を下回り、防府港の自動車等の減少幅が大きくなっ
ている

自動車や船舶の前年比での減少幅が拡大するなど、一段と弱
い動きとなっている

個人消費 新型コロナウイルス感染拡大の影響から、全体として
は弱い動きとなっている。

ドラッグストア販売額等で新型コロナウイルス関連特需
がみられる一方、百貨店等での衣料品販売が不振となる
など、全体では弱い動きとなっている

新型コロナウイルス感染拡大の影響から、百貨店販売、乗用
車新車販売等が不振で、弱い動きとなっている

公共工事
公共工事請負金額は、昨年10-12月期まで5四半期連
続で前年を上回り、堅調に推移している

2019年度の公共工事請負金額は前年比10.3%減少とな
り、市町からの発注が大幅に減少した

2019年度の公共工事請負金額は、災害の復旧・復興需要が
みられ、前年比27.9%増加となった

住宅建築 1-3月期の新設住宅着工戸数は、前年比37.1％減少と
2四半期連続で前年を下回り、弱い動きとなっている

1-3月期の新設住宅着工戸数は、前年比22.4％減少と5
四半期連続で前年を下回り、持家、貸家、分譲マンショ
ンの着工がいずれも不振となっている

1-3月期の新設住宅着工戸数は前年比10.9%減少し、貸家の
前年割れが続いたほか、分譲マンションが大幅な前年割れと
なった

雇用情勢
1-3月期の有効求人倍率が1.36倍と前期比で低下し、
新型コロナウイルス感染拡大の影響で労働需給緩和の
動きが広がっている

1-3月期の有効求人倍率が1.41倍と2016年7-9月期以
来の水準に低下しており、新型コロナウイルス感染拡大
もあって求人数が大幅に減少している

1-3月期の有効求人倍率は1.78倍と3年ぶりに1.8倍を下回
り、新型コロナウイルス感染拡大の影響によって労働需給が
緩和している

企業倒産 企業倒産は、沈静化した状況となっている
2019年度の企業倒産は、件数が前年を若干下回ったも
のの、大型倒産の発生によって負債総額が大幅に前年を
上回る水準となった

2019年度の企業倒産は、件数が前年と同水準、負債総額が
大幅に減少して2015年度以来の低水準となった



地域経済概況(鉱工業生産・設備投資・住宅建築・雇用情勢)
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◆鉱工業生産指数 ：新型コロナウイルス感染拡大の影響で、生産が弱含む動きが拡大

◆設備投資計画額（2020年度）：山口県（前年度比▲3.9％）が3年ぶりのマイナス、広島県（同▲0.5％）、北九州市（同▲14.8％）も前年度を

下回る水準

◆住宅着工戸数 ：貸家や分譲マンションの着工が不振となるなど、全体でも弱めの動き

◆雇用情勢 ：求人数の大幅な減少から有効求人倍率が低下傾向で、労働需給が緩和

鉱工業生産指数の推移 設備投資額の推移 新設住宅着工戸数の推移 有効求人倍率の推移

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

Ⅰ

2014年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2015

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2016

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2017

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2018

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2019

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2020

（倍）

広島県

全 国

北九州市

山口県

（資料） 厚生労働省 山口労働局ほか
＊ 北九州市は、ハローワーク小倉・八幡・行橋の管轄地域で、数値は原数値

（季節調整値）

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

Ⅰ

2014年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2015

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2016

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2017

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2018

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2019

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2020

（指数）

（2015年度＝100.0 、後方4期移動平均）

（資料） 国土交通省

広島県

山口県

北九州市

全 国

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

2015年度 2016 2017 2018 2019 2020

（指数）

（2015年度＝100.0）

（資料）日本銀行北九州・下関・広島支店
＊ 2019年度は実績見込み、20年度は計画 の調査を参照

広島県

山口県
北九州市

全 国

（年度ベース）

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

Ⅰ

2014年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2015

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2016

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2017

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2018

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2019

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2020

（指数）

（資料） 経済産業省、山口県、広島県、福岡県

広島県

山口県

福岡県

全 国

（季節調整値 : 2020年Ⅰ期は1-2月平均）

（2015年＝100.0）



2019年度決算の概要(山口銀行)

決算概要

≫ 役務取引等利益の減少に加え、与信費用が増加した
ものの、株式等関係損益の増加や金銭の信託運用損
益の改善（臨時損益）等により、増収増益となった

≫ 経費の減少等を主因にコア業務純益は前期比＋16億円

資金利益
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単位：億円

2019年度 前期比

資金利益 513 5

預貸収支 381 2

貸出金利息 421 ▲ 8

預金利息 40 ▲ 10

有価証券利息配当金 157 22

投資信託解約損益 79 26

その他 ▲ 25 ▲ 19



2019年度決算の概要(もみじ銀行)

決算概要

資金利益

50

≫ 国債等債券損益の増加により増収となったものの
資金利益、役務取引等利益の減少および与信費用の
増加を主因として、減益決算となった

≫ コア業務純益は経費の減少を主因に前期比＋6億円

単位：億円

2019年度 前期比

資金利益 267 ▲ 5

預貸収支 222 ▲ 0

貸出金利息 228 ▲ 4

預金利息 6 ▲ 3

有価証券利息配当金 51 ▲ 7

投資信託解約損益 23 2

その他 ▲ 6 2



2019年度決算の概要(北九州銀行)

決算概要

資金利益
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≫ 資金利益、役務取引等利益は微減したものの、株式
等関係損益の増加、与信費用の減少を主因として増
収増益となった

≫ コア業務純益は前期比＋1億円となったが、経費減
少が主因であり、業務粗利益は前期比微減

単位：億円

2019年度 前期比

資金利益 110 ▲ 0

預貸収支 107 ▲ 0

貸出金利息 112 ▲ 1

預金利息 4 ▲ ０

有価証券利息配当金 6 0

投資信託解約損益 - -

その他 ▲ 3 0



債務者ランク遷移
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山口銀行

もみじ銀行

北九州銀行



リスク資本配賦

山口FG 北九州銀行もみじ銀行山口銀行

≫ FG連結Tier1を配賦原資とし、計画に沿って各行へ配賦

* Tier1 ：普通株式等Tier1+その他Tier1
グループ全体を統一的に管理するために、
山口FGおよび各行とも国際統一基準に基づきTier1を算出

* バッファー：想定以上の環境変化や計量できないリスクへの備え等
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(単位:億円)

↑
↑

↑

↑

↑

↑↑

↑
↑

↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑↑

3行合算 山口銀行 もみじ銀行 北九州銀行

リスク量(2020/3末) 936 528 234 174

信用リスク 資本配賦額 2,073 1,236 502 335

使用率 　 42.7% 46.6% 51.9%

リスク量(2020/3末) 733 414 147 172

市場リスク 資本配賦額 2,776 1,817 541 418

使用率 　 22.8% 27.2% 41.1%



業績推移(1)FG連結・3行合算
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業績推移(2)各行単体 55



貸出金推移(末残) 56



預金推移(末残) 57



資金運用勘定・資金調達勘定推移(平残)

吉富さんへ依頼中
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利回り・利鞘推移
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本資料は情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではあり
ません。本資料に記載された事項の全部又は一部は予告なく変更されることがあります。本資料の将来の
業績に関わる記述については、その内容を保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を有
しておりますのでご留意ください。

【本資料に関するお問い合わせ先】
株式会社 山口フィナンシャルグループ

経営管理部 渡部
TEL 083-223-7120
FAX 083-223-5850
http://www.ymfg.co.jp/
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